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中国国家税務総局（SAT）、財政部（MOF）、中国人民銀行（PBOC）、中国銀行業監督管理委

員会（CBRC）、中国証券監督管理委員会（CIRC）、中国保険監督管理委員会（CSRC）は共同

して、2017 年 5 月 19 日に「非居住者に係る金融口座情報デューデリジェンス管理弁法」

（2017 年第 14 号公告、以下「14号公告」）を公布した。  

中国は、OECD（経済協力開発機構）が策定した「非居住者に係る金融口座情報の自動的交

換のための報告制度（AEOI 制度:Automatic Exchange of Information）」を本格的に導入す

る。 

14 号公告は、中国の金融機関が、非居住者に対して金融口座情報をデューデリジェンスする

際の法的根拠と実務ガイドラインであり、同機関が収集した非居住者に関する金融口座情報を

規制当局に報告することを義務付けた。同公告は 2017 年 7 月 1 日から施行する。 

金融機関は、SATの公式ウェブサイト上から初回登録の手続きを 2017 年 12月 31 日までに

完了しなければならない。また、関連する金融口座の情報は規定のとおり毎年 5 月 31 日まで

に報告する。 

背景 

 KPMGが 2016 年 11 月に発表チャイナタックスアラート第 32 回「非居住者に係る金融口座情

報デューデリジェンス管理弁法（意見募集稿）」で解説したとおり、中国政府は、 2015 年 12 月

に「自動的な金融口座情報交換のための多国間の権限ある税務当局間の合意書」に調印して

締結したことから、2018 年 9 月より他国（地域）の税務当局との間で非居住者に係る金融口座

の情報の交換を開始する。 

SATは、AEOI 制度を実施するに当たり、中国の金融業界独自の規制や経営環境を念頭に置

いて、2016 年初頭から、AEOI制度の中国への導入意見を関係行政部門や大手金融機関代

表者から複数回聴き取りを行なった。 

OECD が提唱する自動的情報交換（AEOI） 制度は、税務当局間の合意（MCAA）と共通報告

基準（CRS: Common Reporting Standard）の 2つの部分から構成されている。税務当局間
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の合意は、各国（地域）の税務当局間同士の金融口座情報の自動的交換のための実務ガイド

ラインで、参加国（地域）の AEOI 制度実施の法的根拠となり、二国間合意と多国間合意に類

別される。共通報告基準は、金融機関が非居住者個人口座と法人口座を特定し、関連情報の

収集と報告に関する規定と手続きを定めている。 

 SATは、2016 年 10 月からパブリックコメントの募集を開始した。2017年 5月に公布された 

第 14 号公告は、同意見募集稿の内容に書き加えて修正したものである。本アラートは 、14 号

公告の重要点と意見募集稿の変更点を解説、分析し、同公告によって影響を 受ける人々のた

めに具体的なガイダンスとして、施行日まで 1か月ほどの期間で、同公告の徹底した理解の受

け皿を用意した。 

なお、OECD加盟国の間で AEOI 制度は「CRS」と呼ばれていることから、本アラートでも

「CRS」を用いて 14 号公告の関連規定を解説する。 

14 号公告の概要 

 14 号公告の公布に伴い、中国の金融機関と国内外で金融口座を保有する企業及び個人は

下記の影響を見極める必要がある。 

  重要項目 個人、企業、金融機関への影響 

中国の AEOI 制度

/CRS導入の目的 

租税に関する情報の交換と支援を強化し、外国の金融口座を利用し

た国際的な租税回避を防止して税務情報の透明性を向上する。 

 

世界の AEOI 制度

導入国と地域 

100か国以上がAEOI導入を表明した。そのうち 50 か国（地域）以上

が早期適用し 2016 年 1 月 1 日から AEOI 制度を先行導入した。

その他の国々は後期適用国となり、 2017 年 1 月 1 日から AEOI 

制度（中国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド及びマレーシ

アなどの国々は導入期限を 2017 年 7 月 1 日まで延長した）を導入

した。 

中国の初回金融口

座情報交換の時期 

SATは 、2018 年 9 月に他の国の税務当局と初回の金融口座情報

交換を実施する予定である。 

金融口座情報の収

集・交換の手続き 
中国の金融機関はデューデリジェンスを実施して、報告対象の非居住

者名義の金融口座保有者と受動的非金融機関事業体（Passive 

NFE）の支配者を特定し、金融口座の関連情報を税務当局へ報告す

る。同様に、他国も同様の手続きで非居住者名義の金融口座保有者

に関する情報を収集する。中国税務当局は 2018 年 9 月に AEOI 制

度の導入を決定した国々（地域）と初の金融口座情報交換を実施す

る予定である。 

 

デューデリジェンス

の実施者 

デューデリジェンスの実施者は、中国国内で設立された金融機関であ

る。外資系銀行の中国支店も 2017  年 7 月 1 日までに中国の CRS 

管理弁法を適用しなければならない。ローカル系金融機関の海外支

店又は類似の拠点、中国投資グループが海外で設立した投資ファン

ドは、中国 CRSの適用対象外となるが所在地国の CRSを適用しな

ければならない。香港、シンガポール、欧州諸国、ケイマン諸島、イギ

リス領ヴァージン諸島などのタックスヘイブン国は既に 2016年／

2017年の年初1から自主的に CRSを適用している。 

報告対象となる 

金融口座 

通常、中国で税法上の居住者に該当しない個人、企業、その他の機

関に関わる金融口座の情報が報告義務化である。受動的非金融機

関の事業体及びその支配者である中国非居住者に係る情報も報告し

なければならない。ただし、一部の国際機関、政府機関、中央銀行、

金融機関2、上場企業の金融口座情報は報告対象外である。 

                                                
1 ケイマン諸島の法令によると、2016 年度の CRS 及び FATCA の報告の対象となる金融口座情報の提出期限はそれぞれ 2017 年 6 月 30 日と 2017 年 7 月 31 日である。この

ため、ケイマン諸島の CRS に基づき、あるパートナーシップファンドがケイマン諸島の金融機関と見なされる場合、たとえ 中国の投資グループが国外に設立したファンドだとしても、

2017 年 7 月 31 日までに報告の対象となる金融口座情報を報告しなければならない。 
2金融機関が報告の対象とならない理由としては、14 号公告によると、金融機関はもともと保有する金融口座に対して DDを実施し、報告の対象となる口座保有者に係る情報を報告

するとともに、口座情報をモニタリングするための内部統制システムを整備する責任を負う。例えば、投資ファンドは、金融機関に分類される可能性が高いため、自身に係る情報を報

告する必要がないものの、投資ファンド自身、報告の対象となる金融口座保有者に係る情報を報告するとともに、SAT公式ウェブサイトで CRSの登録手続きを行わなければならな

い。 
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金融機関の報告

対象となる非居

住者の特定及び

情報収集のプロ

セス 

 

デューデリジェンスの手続きは 14号公告・第 3第 4章に記載の通

りである。SATは、金融口座を種類別に金融機関が実施するデュー

デリジェンスのフローチャートを一部公表した。本アラートでもこのフ

ローチャートを掲載している。 
 

収集・報告対象

の財務、税務の

口座の情報 

 

口座保有者の氏名又は金融機関の名称、居住地国（地域）、居住地

国（地域）の納税者番号（TIN）、出身地、出生年月日（該当する場

合）、口座番号、暦年度年末の口座残高、該当口座の年間（西暦）受

取総額など。 

 金融機関の対応

策 

 

新設口座に対するデューデリジェンスの実施開始期限まで残りおよ

そ 1か月となり、中国の金融機関はデューデリジェンスの実施で最

も大きな影響を受ける業務プロセスを認識すべきである。デューデリ

ジェンス実施に関する詳細なタイムスケジュールと金融機関向けの

提案を後述する。 

 CRS適用を登

録する際の注意

事項と情報報告

のタイム リミット 

 

14 号公告は、金融機関が 2017 年 12 月 31 日までに、SATの公式ウ

ェブサイトで登録手続きを行い、かつ毎年 5 月 31 日までに関連する金

融口座の情報を報告することを義務付けた。 

 

個人の対応策 

 
外国の金融口座、金融資産の保有若しくはこれらを保有していること

で収益を得ている中国居住者は、中国税規則と国外税制の両方の

観点から、自身の税務コンプライアンスを再評価、分析し、税務リスク

を低減させるべきである。 

中国の金融機関で新規口座を開設する予定の非居住者は、口座開

設に備えて、居住地国が発給する納税者番号(TIN）の詳細情報を準

備しておくことを提案する。 

 

 

SATは、14 号公告公布日に、AEOI 専用中国語ポータルサイト3を立ち上げ、中国 CRS 規

定、OECDの AEOI 制度に関する規則、法規、参考資料（中国税法上の居住者個人と企業の

定義、納税者番号フォーマット4、よくある質問解答など）を掲載している。同ポータルサイトから

登録ページへアクセスするリンクも作成されているが、現在、ページ更新中である。 

 14 号公告と AEOI専用中国語ポータルサイト上に目標時期と金融機関の達成目標を下記の

とおり掲載した。 

時期    達成目標 

2017 年 6 月 30日まで 

（当日を含む） 
 

金融機関は 2017年 6月 30日時点の既存口座（個人口

座、法人口座を含む）を特定するとともに、 14 号公告に従

い全ての口座残高に対し規準額毎に対応するデューデリジ

ェンスを実施して情報收集を行わなければならない。 

2017 年 7 月 1日から 金融機関は 2017年 7月 1日から、新規開設した個人口座と

法人口座に対するデューデリジェンスをスタートするとともに、

新規口座開設に必須の条件の一つである居住者の税法上の

身分の誓約書（以下「誓約書」）に記入して、新規口座開設プロ

セスを実施する。 

                                                
3 http://www.chinatax.gov.cn/aeoi_index.html 
4  納税者番号のフォーマットに関する中英版 PDF  ファイルは http://www.chinatax.gov.cn/download/ssxxjhzt/1.pdfにアクセスしてください。今後の更新は OECDのポータルサイ

ト http://www.oecd.org/tax/automatic-exchange/crs-implementation-and-assistance/tax-identification-numbers/に掲載される。 

http://www.chinatax.gov.cn/aeoi_index.html
http://www.chinatax.gov.cn/download/ssxxjhzt/1.pdf
http://www.oecd.org/tax/automatic-exchange/crs-implementation-and-assistance/tax-identification-numbers/
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2017 年 12 月 31日まで 金融機関は既存の高額な個人金融口座（ 2017 年 6 月 30 

日時点の口座残高合計額が 100 万米ドルを超える口座）

に対し、デューデリジェンスを実施し、情報收集を終えなけ

ればならない。 

2018 年 5 月 31日まで 

（後続各年度） 
金融機関は報告対象の金融口座情報を規制当局に提出し

なければならない。 

2018 年 9 月 SATは、 AEOI 制度を導入かつ情報交換に合意した国々

（又は管轄地域）との間で初回の報告対象となる口座情報

を交換する予定である。 

2018 年 12 月 31 日まで 金融機関は、その他既存の低額個人金融口座（ 2017 年 6 

月 30日時点の口座残高合計額が 100 万米ドル以下の口

座）、及びその他既存の法人金融口座（2017 年 6 月 30 

日時点の口座残高合計額が 25万米ドルを超える口座）に

対し、デューデリジェンスを実施して、情報の收集を終えな

ければならない。 

2019 年 9 月 

（後続各年度） 
SATは、 AEOI制度を導入かつ情報交換に合意した国々

（又は管轄地域）との間で第 2回目の報告対象となる口座

情報を交換する予定である。 

毎年  

12 月 31 日 まで 
金融機関は持続したモニタリングシステムを利用して、状況

の変化にともなうデューデリジェンスの再実施を行う。 

14 号公告の要点 

14 号公告は、全 7章 44条で構成されており、新口座と既存口座に対するデューデリジェン

ス、コンプライアンス、口座情報の報告と規制に関する規定のフレームワークである。 

14 号公告は全 7章である。 

1) 総則 

2) 基本定義 

3) 個人口座のデューデリジェンス 

4) 法人口座のデューデリジェンス 

5) その他のコンプライアンス要求 

6) 監督管理 

7) 附則 

第１章-総則 

第 1 章は、 14 号公告の目的及び金融機関と口座保有者が遵守すべき基本規則を定めてい

る。主要内容は下記のとおりである。 

 中華人民共和国の法律に基づき設立された金融機関は、非居住者金融口座のデュ

ーデリジェンスを実施しなければならない（第 2条）5。 

 金融機関は、明示又は黙示を問わず口座保有者の身分の隠蔽と金融資産の隠匿に

協力してはならない（第 4条）。 

第 2章-基本定義 

第 2 章は、次の 14 号公告内の重要用語を定義している。 

                                                
5 SATの公式ウェブサイトに掲載されている解説によると、中国金融機関の国外支店は 14号公告の適用対象外となる。これは、OECDの AEOI制度によると、国外支店は設立及

び運営する国又は管轄区で現地の CRS規則に従いデューデリジェンスの実施、情報收集、報告及び金融口座の監視を実施しなければならない。 
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金融機関とは、預金機関、信託機関、投資事業体、特定の保険会社及びその支店である。こ

れらの金融機関は、商業銀行、農村信用社及び政策性銀行、証券会社、先物取引会社、証券

投資ファンド管理会社、私募ファンド管理会社、私募ファンド管理業務に従事するパートナーシ

ップ企業、キャッシュバリュー保険又は年金業務を行う保険会社、保険資産運用会社、信託会

社などである（第 6 条及び第 7 条）。第 8条は 14号公告で定義する金融機関に該当しない機

関を列記している。 

金融資産は、証券、パートナーシップ持分、コモディティ、スワップ、保険契約、年金契約又は先

物、又は左記資産に対するオプション取引などの権利である。金融資産は実物商品又は不動

産に係る負債以外の直接権利を含まない6。 

金融口座は、預金口座、信託管理口座、投資口座、パートナーシップ持分、信託受益権及びキ

ャッシュバリュー保険契約及び年金契約である（第 9 条）。 

非居住者とは、中国税法上の居住者に該当しない個人、企業及びその他の組織で、政府行政

部門、国際機関、中央銀行、金融機関又は上場会社及び関係会社を含まない。中国税法上の

居住者とは、中国税法に基づき居住者に該当する組織又は個人をいう7（第 10 条）。 

口座保有者とは、金融機関が登録又は確認手続きを済ませた口座保有者個人又は組織をい

い、代理人、名義人又は権限委譲された署名者を含まない。キャッシュバリュー保険契約又は

年金契約の口座保有者とは、キャッシュバリューを獲得又は契約受益者を変更する権利を有

するいかなる個人又は組織、若しくは契約条項に基づき支払いを受ける権利を有する個人又

は組織をいう（第 11 条）。 

受動的非金融機関事業体（Passive NFE）とは、 (1) 受動的所得に該当する投資収益（暦年で

積極的に事業活動を行わない）を受領する非金融機関、 (2)主に受動投資収益をもたらす金融

資産を所有する非金融機関であり、 (3) AEOI 制度を実施しない国（地域）の投資事業体の場

合（第 12 条）は、これに該当する。 

中国税務当局は、その他の税務管轄区と同じく一部の非金融機関を受動的非金融機関事業

体として容認していない。例えば、(1) 上場会社及びその従属会社、(2) 公共サービス提供の政

府行政部門又は組織、 (3) 非金融機関の持分保有又は非金融機関に対する融資及びサービ

スを提供することだけを目的として設立された持株会社、(4) 設立 2年未満で事業活動を行っ

ていない企業、 (5) 清算中又は組織再編中の企業、 (6) グループ内金融会社、(7) 非営利組

織である。 

企業「支配者」の定義は下記のとおりである。 

1) 企業の持分又は議決権の 25%以上を直接又は間接的に保有する個人 

2) 人事、財務又はその他の手段で企業をコントロールする個人 

3) 企業の高級管理職者 

パートナーシップ又はファンド支配者とは、パートナーシップ持分又はファンド持分の 25%以上

を保有する個人をいう。信託支配者とは、委託者、受託者、受益者及びその他最終的に信託を

コントロールをできる個人をいう（第 13 条）。 

中国は CRS公布が遅れたため、特別扱いとして、金融機関の CRS 対応に猶予を与えて、既

存の口座及び新設口座の判定の際の時点基準が 6か月間先延ばしされたが、新規口座の開

設手続きの要求に関する実施開示時点に対する先延ばしと見なされることではない（規定を 

2017 年 1 月 1 日まで遡及適用する場合）。 

重要な時期は下記のとおりである。 

                                                
6国家税務総局による 14号公告に関するよくある質問と解答によると、不動産を有する特別目的会社の持分を金融資産と見なす。 
7特筆すべき点として、口座保有者が中国及び中国以外の司法管轄区の両方ともで税法上の居住者に該当する場合、金融機関は 14号公告に従いその金融口座情報の収集・提

出を行わなければならない。前回の意見募集稿では、このような口座保有者は自動的に非居住者と見なされる。 
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 既存の個人口座（低額口座及び高額口座を含む）： 2017 年 6 月 30 日時点の口座

残高合計が 100万米ドルを超えない口座は低額口座である。 2017 年 6 月 30 日時

点の口座残高合計が 100 万米ドル以上の口座は高額口座である。 

 新規口座は、金融機関が 2017 年 7 月 1 日当日或いはそれ以降に開設した金融口

座である。 

第 3章・第４章-口座のデューデリジェンス 

第 3 章と 第 4 章は、金融機関が遵守すべきデューデリジェンスに関する具体的な要求を規定

している。SATは、金融機関の参考に供する目的で、一部のデューデリジェンスのフローチャー

トを策定した。詳細は下記のとおりである。 

 (1) 新規の個人口座デューデリジェンス・フロー 

 

 

 

(2)  既存の高額個人口座デューデリジェンス・フロー 
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(3) 既存低額個人口座のデューデリジェンスのフロー 

 

 

 

(4) 新規法人口座のデューデリジェンスのフロー 
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(5) 既存の法人口座デューデリジェンス・フロー  

    ステップ 1： 非居住者の特定 

 

 

 (6) 既存法人口座のデューデリジェンスのフロー  

  ステップ 2： 受動的非金融機関事業体の特定8 

 

                                                
8金融機関は法人口座のデューデリジェンスに際して、非居住者であるか否かを特定すると共に、受動的非金融機関事業体（Passive NFE）であるか否かを特定する必要がある。

Passive NFEの場合、当該法人が非居住者であるかどうかを問わず、金融機関はさらに Passive NFE の支配者が非居住者であるか否かを確認しなければならない。Passive 

NFE というコンセプトの導入は、非居住者が事業目的を持たない投資事業体（例えば、信託、ファンド又は類似の取決め）の設立を通して、金融口座情報の収集提出を回避すること

を防止する目的である。 
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上記のフローチャートは、 読者の方々の参考のために SATの公式ウェブサイトから引用した
ものであることに予めご留意ください。また、上記フローチャートは 14 号公告の一部の重要な
手続き、又は要求を省略している部分があります。このため、読者は 14 号公告の規定及び今
後に公布される予定の規定に従い、デューデリジェンスを行い、 金融機関現行の KYC/アンチ
マネーロンダリング方針をご参考ください。 

第 5章-その他コンプライアンス上の要求 

14 号公告第 5 章は、金融機関のその他のコンプライアンス上の要求を規定している。 

要点は下記のとおりである。 

 金融機関は、金融商品の販売業務を他社（販売業者など）に委託する場合、販売業

者が委託者に協力して 14号公告に従ってデューデリジェンスを実施し、委託者に必

要な情報を提供しなければならない（第 30 条）。 

 金融機関は、デューデリジェンスの実施を第三者に委託することができる。ただし自ら

最終責任を負う。 投資事業体のファンド及び信託に対するデューデリジェンスは、フ

ァンド管理会社又は信託会社を第三者として行うことができる（第 31 条）。 

 金融機関は口座保有者に係る情報のいかなる変化をも監視できる仕組みを整備しな

ければならない。当該仕組みは、口座保有者に関連情報に変化が生じた日から 30 

日以内に金融機関に通知することを要求するものとする。金融機関は、その通知を受

けた日から 90 天以内、又は該当年度の 12 月 31 日までにデューデリジェンスのプ

ロセスに従い、口座保有者（又は支配者）が非居住者であるかを再判定するものとす

る（第 32条）。 

第 6章・第 7章-監督管理 

金融機関は、監視体制の整備と運用、毎年度の法令遵守の状況を評価し、問題の早期発見と

改善を図り、翌年 6 月 30 日までに実施結果報告書を書面をもって規制当局及び SATへ提出

しなければならない。 

14 号公告で規定するペナルティは、税務機関の行政範囲内で規定に違反した金融機関に対

し、その信用格付けの見直しすることである。同公告によると、重大な違反が生じた場合は金

融主管部門は下記の措置を行なう。 

 金融機関に対し、業務停止命令・是正命令を行なう、又は金融機関の営業許可証を

取り消す。 

 金融機関に対し、直接責任を負う董事、高級管理職者及びその他責任者を解任又は

金融業界就職を禁止。 

 金融機関に対し、直接責任を負う董事、高級管理職者及び責任者の懲戒処分を金融

機関に命じる。 

KPMGの所見 

金融機関へのアドバイス 

14号公告は 2017 年 7 月 1 日から施行する。このため、金融機関の準備期間は僅か 1か月

と時間余裕もなかった。同公告は金融サービス業全般に及ぼす影響が大きいことから、中国で

事業活動を展開する金融機関のほぼすべての事業セグメントが対象となっている。 

KPMGは、実務経験と CRSの内容を考慮して、金融機関は、 CRS に従って営業部門、管理

部門、コンプライアンス部門、ITシステム及び内部統制への影響を分析されることを提案する。 

CRS 対応に関する重要事項は下記のとおりである。 
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 どの部門の業務が CRS の影響を受けるか確認する。 

o 預金機関（銀行など）、信託管理機関（信託など）、投資事業体（ファンド、パートナー

シップ及び資産運用会社など）、特定の保険会社は、 CRS デューデリジェンスと報告

要求を遵守しなければならない。 なお、14 号公告は金融機関の定義に該当しない一

部事業体を明記している。 

o 各種の子会社、業務部門及び支店を擁する大手金融グループは、そのすべてのビジ

ネスユニットが CRSの適用対象となるかどうかを的確に判断しなければならない。 

o 実務上、一部のプロセス（データの処理及び伝送など）を本社に集約して行えるもの

の、一部のデューデリジェンスプロセス、例えば口座保有者から「税務上の居住者身

分誓約書」（誓約書）の入手及び顧客との意思疎通等はこれまでと同じく現場の顧客

マネージャーが担当しなければならない。 

 

 どの業務プロセスが CRSから影響を受けるか確認する。 

o 新規口座開設のプロセスを更新する必要があるため、CRS のデューデリジェンス上

の要求に応じて、顧客から誓約書を入手する。 

o 報告対象の非居住者、Passive NFE 及びその支配者に関する情報を収集するた

め、既存の顧客に関するデューデリジェンスを実施する必要がある。 

o 新たな CRS デューデリジェンスのプロセスを、現行の顧客確認（Know-your 

Customer 、KYC）及びアンチマネーロンダリング（Anti-Money Laundering 、AML）

手続きとの統合の方法を評価し、既存のデータと現行のビジネスプロセスを活用し

て、業務効率の最大化とコンプライアンスコストの最小化を実現させる。 

o 持続的に機能する CRSのための内部コンプライアンス制度と監視体制を整備し、金

融口座と口座保有者に関する情報の変化をモニタリングする。 

o CRS 対応データの抽出及びアニュアル・レポートの提出を確実に実行するため、財

務システム及び顧客データベースを改善しなければならない。 

o CRS コンプライアンスを直接担当するスタッフ及び高級管理職者（現場の顧客マネー

ジャーを含む）に必要な CRS の知識習得を目指したトレーニングや研修を実施す

る。 

 CRS による外部サービス提供者、代理店又は提携先の既存取決めへの影響を把握す

る。 

o 金融機関は、金融商品の販売業務を他社（販売業者など）に委託する場合、販売業

者は委託者に協力して 14号公告に従ってデューデリジェンスを行い、委託者に求め

る情報を提供する。 

o 例えば銀行（代理人として）は、他の金融機関（すなわち資産運用会社）が開発管理

する資産運用商品を販売する場合、銀行と当該資産運用会社との間でデューデリジ

ェンス情報の共有が求められる。 

o 資産運用会社は、CRS コンプライアンス上から自社と販売業者のそれぞれの役割及

び職責を明示するため、契約書において、如何にして販売業者に CRS上のコンプラ

イアンス要求を明示するかを考慮すべきである。 

o 現行の IT システムを再評価して、各当事者が顧客情報を完全共有できるように確保

する。 

 SATは、米国の外国口座税務コンプライアンス法（ FATCA）に関する公布も未定であ

る。このため、金融機関は FATCAと CRSを併用するかどうか考慮しなければならな

い。FATCAと CRSの要求を併せて適用する場合は相違点を確認しておくべきである。

金融機関が既に米国 FATCA 実施のために準備を整えいている場合、 CRS コンプライ

アンスで必要となる追加作業も確認する必要がある。 

 14 号公告は 、2017 年 7 月 1 日から施行するため、金融機関は、早急に CRS 対応計

画を策定すべきである。具体的内容は、影響に対する評価、差異分析、現行の新規口

座開設の手続きと申請書類の変更を要す内容の確認、具体的なデューデリジェンス、税

務コンプライアンス、報告手続き及び改善方案などを考慮して策定する。CRS は、金融

機関内の複数部門に影響が及ぶため、部門間の連携と協力、業務の円滑化を進めるた

めに、 CRS / FATCA コンプライアンス専門のチームを編成することが必要である。 
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 金融機関のカスタマーサービスにおいては、CRS では多くの個人情報が必要となり、と

りわけ特定の場合には、機密性の高い個人情報までおよぶため、顧客に対し、説明と理

解（CRSのコンセプト及び金融機関と顧客の責任を記載したパンフレットの配布など）を

求めて、顧客からの質疑応答や不安の解消のため、窓口業務対応の担当者ならびに現

場の顧客マネージャーなどに CRS 研修を行っておくことが必要である。 

金融機関は、CRS コンプライアンス要求の複雑さや、実務上の不確実性を踏まえて今後、中

国の CRS の最新動向と公布予定の金融口座情報の報告規定にも引き続き注目していかな

ければならない。 

 

金融口座保有者の法人及び個人へのアドバイス 

14 号公告は、金融口座保有者の法人および個人に対し、金融機関に、金融口座（新規或いは

既存の口座）の保有者が非居住者であるかどうかの確認、また、該当する保有者には税法上

の居住者身分を記した自己誓約書の提出を求めている。この要求は主に中国国内の非居住

者が対象となっている。 

注目すべきことは、中国居住者が外国に金融資産を保有している場合は外国の管轄区域内の

AEOI制度に従わなければならない。理由は、100 か国（地域）以上が既に CRS規則の現地

化を決定、或いは既に実施しており、中国も 2018 年早々に、これらの国々（地域）と金融口座

情報の自動的交換を開始する。 

SATの解釈指針によれば AEOI 制度は新しい税法ではない。同制度は、国内各地の管轄区

でクロスボーダー税源管理を強化するため、個人及び法人が外国の金融口座を利用した脱税

行為を行なうことを予防するためである。このため、法律を遵守して正確に納税申告する個人と

法人にとっては、AEOI 制度の実施は新たな税負担とはならない。 

上述の分析から、外国の金融口座、金融資産の保有又はこれらの保有から生じた収益を得て

いる中国居住者は、中国の税制と外国の税制の両方の観点から、自身の税務コンプライアン

スを再評価、分析して、直ちに潜在的な税務リスクを可能な限り回避すべきである。 

展望 

14 号公告の規定は、主に中国で事業展開する金融機関が遵守すべき具体的なデューデリジ

ェンスの手順、持続的監視、コンプライアンス、報告責任などを定めた。しかし、中国税務機関

は、同規定の複雑性と解釈の曖昧さを解決するために実務ガイダンスを公表する見込みであ

る。 

中国の CRS規則によれば、金融機関は、毎年 5 月 31 日までに政府行政部門に対し金融口

座情報の報告、提出が義務付けられている。中国以外の多くの国々の税関当局は、金融機関

のデータ提出義務の履行に協力して、一般的なエクステンシブル マークアップ ランゲージ法

（XML）で文書やデータを作成している。同様式は、OECDが公表した報告用データ変換のた

めの CRS XML スキーマに基づき、データの構造及び税務当局に提出する金融口座情報のフ

ォーマットを設定したものである。 

14 号公告は、口座情報の提出に関する詳細な要求を規定していないため、金融機関は、金融

口座情報を自動的に伝送するシステム改善が進んでいない。また、同公告では、報告対象の

金融口座情報は、SATに提出すべきなのか又は金融業規制当局への日常報告事項に附帯し

て提出すべきなのか、それがまだ明確になっていない。 

14号公告は、金融機関が CRSの実施に関する年度評価及び監視を行なうための一連の仕

組みを確立し、必要に応じた仕組みの改善を要求している。CRSは、金融機関に対し、次年度

の 6 月 30 日までに所属業界の規制当局と SATに実施の状況について書面で報告するよう

要求している。しかし、同公告は、 CRS 規則の実施状況に対する評価と監視に関する基準が

盛り込まれていないにも関わらず、金融機関に対し、 CRSを導入しない又は監視体制を構築

しない場合、処分を課す可能性があることを明示した。 
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の部署を設置するか、若しくは外部スペシャリストに監査の実施を依頼して、特定項目報告書

を発行してもらい、CRSに係るプロセス及び内部統制の有効性を証明または評価することが必

要である。 

CRS導入の合理的な段取りを図るため、これらの問題点について更に踏み込んで検討すべき

である。 

KPMGは、今後も引き続いて CRS の動向に注目しながら、実務経験を活かして CRS のコン

プライアンスに関する見解とアドバイスを共有してまいります。
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